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1.  平成24年3月期第3四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第3四半期 25,797 4.6 1,892 67.0 2,021 88.6 1,480 97.1
23年3月期第3四半期 24,666 △4.1 1,133 ― 1,071 ― 750 ―

（注）包括利益 24年3月期第3四半期 1,794百万円 （135.1％） 23年3月期第3四半期 763百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第3四半期 49.50 49.33
23年3月期第3四半期 25.15 25.10

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第3四半期 29,227 9,259 31.4
23年3月期 28,458 7,464 26.0

（参考） 自己資本   24年3月期第3四半期  9,191百万円 23年3月期  7,406百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年3月期 ― 0.00 ―

24年3月期（予想） 3.00 3.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 34,800 5.1 1,950 67.2 2,000 91.8 1,300 195.8 43.47



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期3Q 32,500,000 株 23年3月期 32,500,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期3Q 2,612,918 株 23年3月期 2,595,253 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期3Q 29,902,754 株 23年3月期3Q 29,860,572 株



  

  

１．当四半期決算に関する定性的情報 ………………………………………………… 2 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ……………………………………………… 2 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 ……………………………………………… 3 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 ……………………………………………… 3 

２．サマリー情報(その他)に関する事項 ……………………………………………… 3 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ………………………… 3 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ………………………… 3 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ……………………… 3 

３．四半期連結財務諸表 ………………………………………………………………… 4 

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………… 4 

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………… 6 

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………… 6 

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 7 

（３）継続企業の前提に関する注記 …………………………………………………… 8 

（４）追加情報 …………………………………………………………………………… 8 

（５）セグメント情報等 ………………………………………………………………… 9 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 …………………………… 9 

（７）重要な後発事象 ……………………………………………………………………10 

  

○添付資料の目次

株式会社リーガルコーポレーション　（7938）　平成24年3月期第3四半期決算短信

-　1　-



当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、企業の生産活動や

個人消費に影響があったものの、その後のサプライチェーンの立て直しや各種政策の効果などを背景

に景気は持ち直しつつあります。しかしながら原子力災害の影響や欧州の金融不安などによる海外景

気の下振れ懸念に加え、デフレの影響や雇用情勢の悪化懸念が依然として残っており、先行きが読め

ない状況となっております。  

当靴業界におきましても、異業種を交えた競争の激化、震災後は機能性、実需性が注目されるなど

消費者の購買動向にも大きな変化が生じたものの、東北地方を中心に復興需要もあり、徐々にではあ

りますが個人消費に持ち直しの兆しが見られるようになってきました。  

このような環境のなか、当社グループは、ブランド特性に応じた販売チャネル別の営業体制の下

で、店頭売上を重視した営業活動、リーガルブランド日本上陸50周年を記念する施策など様々なブラ

ンド施策ならびに販促施策やカジュアル・コンフォート商品の開発強化などに注力するとともに、販

売管理費などのコスト削減に取り組んでまいりました。  

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は25,797百万円(前年同四半期比4.6％増)、営業利

益は1,892百万円(前年同四半期比67.0％増)、経常利益は2,021百万円(前年同四半期比88.6％増)とな

りました。また、株価の下落により投資有価証券を195百万円減損処理したことなどにより、四半期

純利益は1,480百万円(前年同四半期比97.1％増)の計上となりました。  

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。  

  

（靴小売事業）  

ブランド・業態別では、「リーガルシューズ店」、「ナチュラライザーショップ」、および「シュ

ーズストリート（ネット通販）」の売上が順調に推移いたしました。クリスマスフェアーやポイント

プレゼントフェアーなど各業態ごとの販促施策の効果などが売上増加に貢献をいたしました。 

靴小売事業全体では、震災復興需要を筆頭に、秋口以降も引き続き個人消費が堅調であった事もあ

り、好調に推移いたしました。「リーガルシューズ店」では小売子会社で例年実施していた年末の会

員向けセールを取りやめ、プロパー販売に注力するなどの施策を盛り込むことが出来ました。しかし

ながら本年２月１日より「リーガル」ブランド一部商品の希望小売価格を改定する事や、今後見込ま

れる消費税増税などの不安要素も大きく、第４四半期以降もより慎重な店舗運営が重要になってまい

ります。  

当第３四半期連結累計期間の出退店につきましては、８店舗を出店し、不採算店舗４店舗を閉店い

たしました結果、直営小売店の店舗数は、131店舗（前年同四半期末比６店舗増）となりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は12,202百万円（前年同四半期比6.3％増）、営業

利益は953百万円（前年同四半期比187.2％増）となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報
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（靴卸売事業） 

紳士靴は、ここ数年厳しかったビジネスシューズの売上に下げ止まりが見られ、震災後の市場需要

に変化が見られました。より高機能なコンフォートシューズや、ドレス・ビジネスカテゴリーでも機

能性を重視した商品が例年よりも好調に推移いたしました。ビジネスシューズ関連は前年並みの推移

でありましたが、ゴアテックス®メンブレン搭載の商品は梅雨時から秋雨時・冬季と年間を通して好

調に推移いたしました。 

カジュアルシューズは全般的に好調で、なかでも「リーガル」カジュアルが顕著に売上に貢献して

おり、特にビジネスシューズとカジュアルシューズのブリッジラインの商品の動向が好調でありまし

た。 

婦人靴は、主力ブランドである「リーガル」が好調に推移いたしました。主な要因といたしまして

は、近時のファッショントレンドがトラッド基調になり商品政策とマッチしたこと、リーガルシュー

ズ店オリジナル品の充実、「リーガルウォーカー」については、各業態における共通した売れ筋商品

を定番としてブランドイメージを定着させたことで百貨店業態における店頭展開アイテムが拡大し、

幅広い年齢層に対応できるようになったことが挙げられます。また「ナチュラライザー」は季節商材

の需要期に向けた施策などにより前年実績を上回ることが出来ました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,442百万円（前年同四半期比2.8％増）、営業

利益は912百万円（前年同四半期比49.4％増）となりました。 

  

（その他） 

報告セグメントに含まれない不動産賃貸料の収入など、その他事業の当第３四半期連結累計期間の

売上高は272百万円（前年同四半期比15.5％増）、営業利益は28百万円（前年同四半期比 73.7％

減）となりました。 

  

資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、29,227百万円となり、前連結会計年度末に比べ

769百万円増加いたしました。これは主に、売上高の増加と賃借料などの販売費及び一般管理費が減

少したことに伴い、現金及び預金が増加したことなどによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、19,968百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,025百万円減少いたしました。これは主に、借入金の返済などにより、短期借入金が1,028百万円減

少したことなどによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、9,259百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,794百万円増加いたしました。これは主に、四半期純利益により利益剰余金が1,480百万円増加した

ことや、その他有価証券評価差額金が124百万円、土地再評価差額金が197百万円それぞれ増加したこ

となどによるものであります。 

  

連結業績予想につきましては、当第３四半期連結累計期間までの業績動向を踏まえ、平成23年10月

31日に公表いたしました平成24年３月期の通期業績予想を修正いたします。 

詳細につきましては、本日(平成24年１月31日)公表いたしました「業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２．サマリー情報(その他)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,612 3,953

受取手形及び売掛金 5,085 5,376

商品及び製品 6,111 6,034

仕掛品 218 235

原材料及び貯蔵品 519 500

その他 952 941

貸倒引当金 △392 △422

流動資産合計 14,106 16,618

固定資産

有形固定資産

土地 2,290 2,290

その他（純額） 2,634 2,462

有形固定資産合計 4,925 4,753

無形固定資産

のれん 77 55

電話加入権 27 27

ソフトウエア 34 26

その他 － 1

無形固定資産合計 138 111

投資その他の資産

投資有価証券 4,115 4,338

敷金及び保証金 2,895 1,398

その他 2,440 2,174

貸倒引当金 △164 △167

投資その他の資産合計 9,287 7,744

固定資産合計 14,351 12,609

資産合計 28,458 29,227
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,293 4,592

短期借入金 6,721 5,693

未払法人税等 106 103

賞与引当金 311 212

ポイント引当金 459 514

移転関連損失引当金 243 －

店舗閉鎖損失引当金 1 1

災害損失引当金 36 －

関係会社整理損失引当金 － 24

その他 1,646 2,114

流動負債合計 13,819 13,258

固定負債

長期借入金 1,670 1,216

退職給付引当金 3,518 3,416

移転関連損失引当金 － 221

資産除去債務 186 186

その他 1,797 1,669

固定負債合計 7,173 6,710

負債合計 20,993 19,968

純資産の部

株主資本

資本金 5,355 5,355

資本剰余金 690 690

利益剰余金 1,635 3,115

自己株式 △416 △418

株主資本合計 7,264 8,742

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △210 △85

繰延ヘッジ損益 △5 △4

土地再評価差額金 416 613

為替換算調整勘定 △57 △73

その他の包括利益累計額合計 142 449

新株予約権 14 14

少数株主持分 42 53

純資産合計 7,464 9,259

負債純資産合計 28,458 29,227
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
四半期連結損益計算書
第３四半期連結累計期間

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 24,666 25,797

売上原価 13,434 13,932

売上総利益 11,232 11,865

販売費及び一般管理費 10,098 9,973

営業利益 1,133 1,892

営業外収益

受取利息 37 18

受取配当金 24 21

持分法による投資利益 158 126

物品売却益 22 22

雑収入 41 77

営業外収益合計 285 266

営業外費用

支払利息 124 95

売上割引 30 25

デリバティブ評価損 130 －

雑支出 60 16

営業外費用合計 346 137

経常利益 1,071 2,021

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 7 －

その他 0 －

特別利益合計 7 －

特別損失

固定資産除却損 13 10

貸倒引当金繰入額 6 0

投資有価証券評価損 139 195

ゴルフ会員権評価損 2 －

投資有価証券売却損 8 0

関係会社整理損失引当金繰入額 － 24

その他 － 1

特別損失合計 171 232

税金等調整前四半期純利益 907 1,788

法人税、住民税及び事業税 79 104

法人税等調整額 79 195

法人税等合計 158 299

少数株主損益調整前四半期純利益 749 1,488

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 8

四半期純利益 750 1,480
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四半期連結包括利益計算書
第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 749 1,488

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 74 161

土地再評価差額金 － 38

為替換算調整勘定 △32 △16

持分法適用会社に対する持分相当額 △28 122

その他の包括利益合計 13 305

四半期包括利益 763 1,794

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 768 1,787

少数株主に係る四半期包括利益 △5 7
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該当事項はありません。 

  

（４）追加情報 

  

 
  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日) 及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日) を適用しております。

(法人税率の変更等による影響)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度

から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、当第３四半期連結

会計期間より、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40％から、平成24年４月

１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては38％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35％として

おります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が209百万円減少

し、法人税等調整額は209百万円増加しております。

(連結子会社の解散および清算について)

当社は平成23年11月21日開催の取締役会において、当社の連結子会社であります株式会社オンディーヌを解散

することを決議いたしました。なお、これに伴い、解散による損失見込額を関係会社整理損失引当金繰入額とし

て、特別損失に24百万円計上しております。

１．解散に至った経緯

当社は、更なる事業領域の拡大、幅広い顧客層の浸透を図るために、平成18年12月に株式会社オンディーヌの

株式を取得し、当社のグループ会社として、婦人靴の小売強化に取り組んでまいりましたが、今般、事業の効率

化を目的として、当該子会社を解散し、店舗（３店舗）の運営業務を当社へ移管することといたしました。

２．解散する当該子会社の概要

(1) 商号    株式会社オンディーヌ

(2) 所在地   千葉県浦安市日の出二丁目１番８号

(3) 代表者   代表取締役社長 清水 光

(4) 事業内容  紳士、婦人靴の販売

(5) 資本金   10百万円

(6) 設立    昭和54年１月

(7) 株主構成  株式会社リーガルコーポレーション 100％

３．当該子会社の解散日程

平成24年２月29日  解散日（予定）

平成24年５月    清算結了（予定）
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間 (自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等の事業を含んでおり

ます。 

   ２  セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

     ３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間 (自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等の事業を含んでお

ります。 

   ２  セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

     ３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報等

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３靴小売事業 靴卸売事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 11,481 13,074 24,555 110 24,666 ─ 24,666

  セグメント間の 
 内部売上高又は振替高

─ ─ ─ 125 125 △125 ─

計 11,481 13,074 24,555 235 24,791 △125 24,666

セグメント利益 331 610 942 110 1,052 81 1,133

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３靴小売事業 靴卸売事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 12,202 13,442 25,644 152 25,797 ─ 25,797

  セグメント間の 
 内部売上高又は振替高

─ ─ ─ 119 119 △119 ─

計 12,202 13,442 25,644 272 25,917 △119 25,797

セグメント利益 953 912 1,865 28 1,894 △2 1,892

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（７）重要な後発事象

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

取締役に対する株式報酬型ストック・オプション (新株予約権) の発行

平成24年１月31日開催の当社取締役会において、下記のとおり当社取締役に対するストック・オプションとし

ての新株予約権を発行することを決議いたしました。

なお、当社取締役に対するストック・オプションの発行は、平成21年６月24日開催の第177回定時株主総会に

おいて承認されました「取締役に対するストックオプション報酬額および内容の決定の件」に基づき、当社取締

役に対する報酬として、年額20百万円を上限として新株予約権を付与するものであります。

１  新株予約権の名称

株式会社リーガルコーポレーション 第３回新株予約権

２  新株予約権の総数：79,000個

上記総数は、割当予定数の上限であり、引受けの申込がなされなかった場合等、割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

３  新株予約権の目的である株式の種類および数

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの株式の数は１株と

する。(割当株式の総数 79,000株)

４  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに割当株式数を乗じた金額とする。(新

株予約権１個につき１円)

５  新株予約権の払込金額および払込みの方法

新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当の日にブラックショールズモデルにより算出した１株当た

りのオプション価格に付与株式数を乗じた金額とする。 

  新株予約権の払込みの方法は、新株予約権者の当社に対する報酬債権と新株予約権の払込金額の払込債

務を相殺し、新株予約権を取得させるため金銭の払込みは要しない。

６  新株予約権の割当対象者 

当社取締役 (社外取締役を除く) ７名 

７  新株予約権を行使することができる期間

平成24年２月17日から平成54年２月16日までとする。ただし、行使期間の最終日が当社の休業日にあた

るときは、その前営業日を最終日とする。

８  新株予約権の割当日

平成24年２月17日

９ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条 

  第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が 

  生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記 (1) 記載 

  の資本金等増加限度額から上記 (1) に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

10 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10日を経過する日までの間に限り 

  新株予約権を一括してのみ行使することができる。

(2) ストック・オプション割当て後に取締役の役位変更があった場合または退任した場合であっても、 

  割り当てられたストック・オプションの個数は変更されないものとする。

(3) 割当対象者が新株予約権を放棄した場合、当該割当者は当該放棄に係る新株予約権を行使する 

  ことができないものとする。

11 その他

新株予約権に関し、必要な一切の事項は取締役会にて決定する。
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